
 
 平成２２年１月１８日（月）に開催された「第１回契約監視員会」において審議

された平成２０年度契約の点検の結果、同委員会からの指摘事項等に対する具体的

な取組状況についてお知らせします。  
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【様式２-１】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の
(注10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

当該ソフトの独
占販売元との契
約であり会計規
程第41条第4項
に該当するた
め。

当該ソフトの独
占販売元との契
約であるため。

アンケート調査の結果の
取りまとめにおいて、社
会学分野の研究者にとっ
て広く使用されているソ
フトウェアであり、日常
分析及び外部研究者との

研究上必要であり、代替
品は少ないため、現行の
契約形態とする。

見直し
区分
(注9)

指摘事項等に対する具体的取
組み

点検の結
果、適当と
された契約
方式（注8)

点検前に自ら改善することとした内容(注6) 点検結果

競争
性の
ある
契約
へ前
倒し
(注7)

公益法
人等と
の契約
の場合
は再委
託率
（%)

左記再
委託が
ある場
合は、
契約規
定の有
無

契約監視委員会等からの
指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない場合
の根拠区分

競争性のある契
約への移行予定
の有無

競争性のある契
約への移行予定
があるが現時点
で移行困難な理
由

競争性のある契
約への移行予定
年限

競争
性の
ある
契約
方式
への
移行

平成20年度契約点検結果【競争性のない随意契約】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約理由等（点検前の状況）(注5)

備
考

公益
法人
等
(注
11)

随意契約による
こととした業務
方法書又は会計
規程等の根拠条
文及び理由

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない事由

1
平成20年度SPSS(統計分析処
理パッケージソフト)の年間
契約更新

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-29

H20.4.1

エス・ピー・エ
ス・エス株式会
社
東京都渋谷区広
尾1-1-39恵比寿
ﾌﾟﾗｲﾑｽｸｪｱﾀﾜｰ10F

7,677,600 7,677,600 100.0%

め。

18 無 ― ―

分析及び外部研究者との
プロジェクトでアンケー
ト調査を行う際の共通ソ
フトウェアとして必須で
あるため。また、大量
データの単純集計・クロ
ス集計等結果の表作成に
あたって高速で処理でき
管理・分析作業が簡便で
あり使用者の研修コスト
も発生しないことから、
当該SPSSを使用している
ものである。

2
平成20年度SAS(統計分析処理
パッケージソフト)の年間契
約更新

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-44

H20.4.1

SAS　Institute
Japaｎ　株式会
社
東京都中央区勝
どき1-13-1

4,272,450 4,272,450 100.0%

当該ソフトの独
占販売元との契
約であり会計規
程第41条第4項
に該当するた
め。

当該ソフトの独
占販売元との契
約であるため。

18 無 ― ―

心理学分野（主にキャリ
アガイダンス部門）にお
いて、多変量解析や分散
分析ソフトウェアを用い
て回帰分析・時系列分析
等の高度な解析を高速で
繰り返す必要がある分析
に適しており、当該ソフ
トウェアを使用すること
が必須であるため。

研究上必要であり、代替
品は少ないため、現行の
契約形態とする。

当該刊行物は、
毎年1回または

当該刊行物は、
毎年1回または

当該刊行物は、
毎年1回または

当該刊行物は、東京官書
普及（株）が 12%割引

点検前の改善策の実施に
より 競争性は高まる

平成21年度契約から、一般競
争入札を実施した

3
平成20年度官公庁資料等刊行
物の定期購入

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-46

H20.4.1

東京官書普及株
式会社
東京都千代田区
神田錦町1-2

2,442,253 2,442,253 100.0%

毎年1回または
隔年、あるいは
イレギュラーに
巻次を追って刊
行される逐次刊
行物の継続購読
資料であり、全
て刊行された時
点にならないと
価 格 が定 まら
ず、購入を確実
にできる相手方
が必要であるこ
とから会計規程
第41条第４項に
該当するため。

毎年1回または
隔年、あるいは
イレギュラーに
巻次を追って刊
行される逐次刊
行物の継続購読
資料であり、全
て刊行された時
点にならないと
価 格 が定 まら
ず、購入を確実
にできる相手方
が必要であるた
め。

18 有

毎年1回または
隔年、あるいは
イレギュラーに
巻次を追って刊
行される逐次刊
行物の継続購読
資料であり、全
て刊行された時
点にならないと
価 格 が定 まら
ず、事前に価格
を予定できない
ため。

平成21年度契約 ○

普及（株）が、12%割引
であったため、随意契約
としていたが、一般競争
入札時の書店での割引率
の確認を行っていなかっ
たため、一般競争入札を
行った。

より、競争性は高まる。 争入札を実施した。

1 1

4

QUOカード購入「非正規労働
者の態様に応じた能力開発施
策に関する調査研究」に係る
アンケート調査回答謝礼品

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-45

H20.9.26

株式会社ケイ・
エス・カード販
売
東京都中央区京
橋2-8-5　京橋富
士ビル2F

4,160,600 4,160,600 100.0%

価格が固定して
いる金券の購入
であり、指定販
売店との契約で
あり、会計規程
第41条第4項に
該当するため

価格が固定して
いる金券の購入
であり、指定販
売店であるた
め。 10 無 ― ―

価格が固定している商品
であり、競争性がないた
め。

価格が固定した物品の購
入であり、競争入札の事
務コスト等を考慮すれ
ば、現行の契約形態が妥
当と思われる。

価格が固定して
いる金券の購入

価格が固定して
いる金券の購入

価格が固定している商品
であり 競争性がないた

価格が固定した物品の購
入であり 競争入札の事

5
図書カード購入/「中小サー
ビス業における人材育成・能
力開発に関する調査」の謝品

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-48

H20.12.26

万田商事株式会
社オリオン書房
東京都練馬区上
石神井2-24-1

2,000,000 2,000,000 100.0%

いる金券の購入
であり、会計規
程第41条第4項
に該当するため

いる金券の購入
であるため。

10 無 ― ―

であり、競争性がないた
め。

入であり、競争入札の事
務コスト等を考慮すれ
ば、現行の契約形態が妥
当と思われる。

6
平成20年度新聞・刊行物（朝
日新聞・日経新聞・東京新聞
他）の購読

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-47

H20.4.1

朝日新聞サービ
スアンカーＡＳ
Ａ上石神井
東京都練馬区上
石神井1-41-1

2,065,752 2,065,752 100.0%

供給元代理店と
の契約であり会
計規程第41条第
4項に該当する
ため。

供給元代理店と
の契約であるた
め。

10 無 ― ―

販売店が指定されている
ため。

現行の契約形態を維持す
る。



【様式２-１】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の
(注10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

見直し
区分
(注9)

指摘事項等に対する具体的取
組み

点検の結
果、適当と
された契約
方式（注8)

点検前に自ら改善することとした内容(注6) 点検結果

競争
性の
ある
契約
へ前
倒し
(注7)

公益法
人等と
の契約
の場合
は再委
託率
（%)

左記再
委託が
ある場
合は、
契約規
定の有
無

契約監視委員会等からの
指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない場合
の根拠区分

競争性のある契
約への移行予定
の有無

競争性のある契
約への移行予定
があるが現時点
で移行困難な理
由

競争性のある契
約への移行予定
年限

競争
性の
ある
契約
方式
への
移行

平成20年度契約点検結果【競争性のない随意契約】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約理由等（点検前の状況）(注5)

備
考

公益
法人
等
(注
11)

随意契約による
こととした業務
方法書又は会計
規程等の根拠条
文及び理由

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない事由

当該スペースの
立地場所、間取
り、交通の利便
性等から目的に
沿っており競争
を許さないこと

会計規程

当該スペースの
立地場所、間取
り、交通の利便
性等から目的に
沿っており競争
を許さないため

千代田区霞ヶ関
にあることで、
行政機関、大
学・研究機関、
企業、労組等の
幅広い分野の専

家が参集

行政機関、大学・研究機
関、企業、労組等の幅広
い分野の専門家が参集し
やすく、また政策担当者
との討議、意見交換を日
常的に行える事務所が必

欠 あ が 事務

事務所を移転する際に
は、競争入札への移行が
望ましい。

事務所を移転する際には、公
募による競争入札を実施す
る。

7
霞ヶ関連絡事務所賃貸借契約
（更新）

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-33

H20.4.1

大同生命保険株
式会社
東京都港区海岸
1-2-3

45,919,428 45,919,428 100.0%

を許さない と
から、会計規程
第41条第4項に
該当するため

を許さないため

5 有

幅広い分野の専
門家が参集しや
すく、また政策
担当者との討
議、意見交換を
日常的に行える
こと等の利便性
があり、幅広い
層に情報提供し
やすいこと等の
理由から選定し
たものであり、
現在移転の可否
について検討中
のため。

準備期間を経た
のち平成22年度

○

常的に行える事務所が必
要不可欠であるが、事務
所の面積の見直しを含め
て検討中である。

4 1

8
平成20年度「ビジネス・レー
バー・モニター調査」用イン
ターネットシステムの利用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石

H20.4.1

みずほ情報総研
株式会社
東京都千代田区
神田錦町ニ丁目

2,520,000 2,520,000 100.0%

平成１５年に企
画競争を実施
し、同社の「eｰ
ﾘｻﾌﾟﾗｽ」のシス
テムを選定した
ことから、同社
以外の取り扱い
がなく、会計規
程第41条第４項
に該当するた
め。

「eｰﾘｻﾌﾟﾗｽ」の
システムは、同
社以外の取り扱
いがないため。
（ビジネスレー
バーモニター対
象者の継続的利
用に配慮する必
要があるため。

18 無 ― ― ○

e-リサプラスは、労使関
係者（企業・個人）を対
象として、業況、雇用情
勢等について、モニター
を委嘱し定点的にアン
ケート調査をWebにより
行っているもので、少な
くとも中期計画期間中
は、利用者の利便性及び
回収率（80%～90%）を確
保するため、同一のシス

競争入札への移行が望ま
しい。

再度企画競争入札により行う
こととするが、定点観測調査
の性質上、今後複数年契約の
方策について検討することと
する。

3 1
タ ネットシステムの利用

東京都練馬区上石
神井4-8-30

神田錦町ニ丁目
３番地

め。 保するため、同 のシス
テムとする必要があるた
め。
なお、このため、当該契
約について複数年契約が
可能か否かを検討してい
るところである。

9
社会科学系雑誌の論文・記事
データベース検索サービスの
使用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-32

H20.4.1

エブスコ　イン
ターナショナ
ル、インク
東京都杉並区高
円寺南4-5-7
カーネルビル2F

1,111,800 1,111,800 100.0%

社会科学系関連
の2600誌強の雑
誌の論文抄録、
他750冊の書
籍、7000件の会
議議事録を全文
収録しており、
これほど豊富な
情報量を提供し
ている者が他に
見当たらないこ
とから会計規程
第41条第４項に
該当するため。

社会科学系関連
の2600誌強の雑
誌の論文抄録、
他750冊の書
籍、7000件の会
議議事録を全文
収録しており、
これほど豊富な
情報量を提供し
ている者が他に
見当たらないた
め。

12 無 ― ―

社会科学系関連の2600誌
強の雑誌の論文抄録、他
750冊の書籍、7000件の
会議議事録を全文収録し
ており、これほど豊富な
情報量を提供している者
が他に類を見ないデータ
ベースであるため。

現行の契約形態を維持す
る。

平成20年度外部オンライン

契約責任者　若木
文男
労働政策研究 研

レクシスネクシ
スジャパン

国内外の労働関
係法令のデータ
ベースとして現
行法令はもとよ
り 、 過去 の法
令、企業情報、
判例等をも網羅

国内外の労働関
係法令のデータ
ベースとして現
行法令はもとよ
り 、 過去 の法
令、企業情報、
判例等をも網羅

国内外の労働関係法令の
データベースとして現行
法令はもとより、過去の
法令をも網羅的に収録さ
れており、かつ、企業情
報、判例等もデータベー
ス化されているもので

現行の契約形態を維持す
る。

10
平成20年度外部オンライン
データベースサービス
(LexisNexis)の年間契約更新

文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-31

H20.4.1
スジャパン
東京都世田谷区
太子堂4-1-1ｷｬﾛｯ
ﾄﾀﾜｰ19F

2,268,000 2,268,000 100.0%
判例等をも網羅
的に収録されて
いるもので、他
に類を見ない独
自の機能、サー
ビスであること
から会計規程第
41条第４項に該
当するため。

判例等をも網羅
的に収録されて
いるもので、他
に類を見ない独
自の機能、サー
ビ ス であ るた
め。

12 無 ― ―
ス化されているもので、
他に類を見ないサービス
であり、総合的な分析を
行うに当たり必要不可欠
であるため。

11
労働統計データベースの改修
(「賃金構造基本統計調査」
昭和56年データの登録)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-26

H20.12.16

富士通株式会社
東京都港区東新
橋1-5-2　汐留ｼ
ﾃｨｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ

1,747,872 1,743,000 99.7%

労働統計データ
ベースシステム
の開発業者であ
り、著作権を保
有しており、競
争の余地がな
く、会計規程第
41条4項に該当
するため。

労働統計データ
ベースシステム
の開発業者であ
り、著作権を保
有しており、競
争の余地がない
ため。

14 有 ― 平成21年度 ○

平成21年度の労働統計
データベース改修の際
に、仕様書上、改修後に
所有権、独占的使用権、
複製権、改変権を機構側
が保持すること及び改修
業務を行う業者が著作権
者の支援を受ける場合に
発生する費用を落札業者
が負担する旨の内容を追
加し、一般競争入札を実
施した。

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成21年度契約から、一般競
争入札を実施した。

1 1



【様式２-１】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の
(注10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

見直し
区分
(注9)

指摘事項等に対する具体的取
組み

点検の結
果、適当と
された契約
方式（注8)

点検前に自ら改善することとした内容(注6) 点検結果

競争
性の
ある
契約
へ前
倒し
(注7)

公益法
人等と
の契約
の場合
は再委
託率
（%)

左記再
委託が
ある場
合は、
契約規
定の有
無

契約監視委員会等からの
指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない場合
の根拠区分

競争性のある契
約への移行予定
の有無

競争性のある契
約への移行予定
があるが現時点
で移行困難な理
由

競争性のある契
約への移行予定
年限

競争
性の
ある
契約
方式
への
移行

平成20年度契約点検結果【競争性のない随意契約】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約理由等（点検前の状況）(注5)

備
考

公益
法人
等
(注
11)

随意契約による
こととした業務
方法書又は会計
規程等の根拠条
文及び理由

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない事由

12
人事・給与システムの改修の

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研

H21 2 2

株式会社サイエ
ンティア
東京都千代田区 1 811 250 1 811 250 100 0%

当該システムの
著作権を有して
おり、外部ソー
スコード等が非
公開であること
から、他の業者

競争 余

当該システムの
著作権を有して
おり、外部ソー
スコード等が非
公開であること
から、他の業者

競争 余 14 無

人事・給与システムは、
株式会社サイエンティア
がパッケージソフトとし
て販売しているソフト
ウェアをカスタマイズ
し、購入したものであ

ド等

現行の契約形態を維持す
る。

12
人事・給与システムの改修の
委託

労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-27

H21.2.2 東京都千代田区
外神田6-14-3神
田KSビル2F

1,811,250 1,811,250 100.0%
から、他の業者
との競争の余地
がなく、会計規
程第41条4項に
該当するため

から、他の業者
との競争の余地
がないため。

14 無 ― ―
し、購入したものであ
り、ソースコード等は非
公開であるため、同社以
外では改修を行うことが
できないため。

13 平成20年度法律顧問契約

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-23

H20.4.1

井口寛二法律事
務所
東京都千代田区
神田駿河台3-7百
瀬ビル3F

1,260,000 1,260,000 100.0%

平成１７年度か
ら顧問弁護士業
務を委託し、当
機構の実情を熟
知している者が
他になく会計規
程第41条第４項
に 該 当す るた
め。

平成１７年度か
ら顧問弁護士業
務を委託し、当
機構の実情を熟
知している者が
他 に いな いた
め。 18 無 ― ― ○

平成21年度年間顧問契約
から、事案が発生した都
度、実績に応じた報酬を
支払う契約に変更した。

現行の契約形態を維持す
る。

14

労働大学校研修研究部門の複
写機等の保守契約の延長
(imagio NeoC355ﾓﾃﾞﾙ
75,Neo603ﾓﾃﾞﾙ75,Neo353ﾓﾃﾞﾙ
765D)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-36

H20.10.1
株式会社リコー
東京都大田区中
馬込1-3-6

1,105,314 1,105,314 100.0%

機器の再リース
契約開始に伴う
保守契約の継続
であることか
ら、会計規程第
41条第4項に該
当するため。

機器の再リース
契約開始に伴う
保守契約の継続
であるため。

18 有

当該機器の再
リース契約開始
に伴う保守契約
の継続のため。 再リース満了

後、平成21年度
契約

○

平成21年度は、経費節約
の観点から複写機を再
リースしたため、随意契
約により保守契約を行っ
たが、平成22年度には、
複写機の再リースの際に
保守契約を含めた一般競
争入札を実施する。

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成22年度契約から、一般競
争入札を実施する。

1 1

(平成20年3月入 (平成20年3月入 (平成20年3月入 平成20年５月に業務用複 点検前の改善策の実施に 平成20年5月の契約から、一般

15

複合機の賃貸借及び保守
(imagioNeo602-75,Neo352-
765D,Neo352-D,NeoC325-
75,Neo1050Pro,Neo602)(合計
23台)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-42

H20.4.1
株式会社リコー
東京都大田区中
馬込1-3-6

1,603,140 1,603,140 100.0%

(平成20年3月入
札)「業務用複
合機のリース・
保守」の契約開
始(5月1日)に合
わせ、現リー
ス・保守契約を
1か月延長する
必要があり、会
計規程第41条第
4項に該当する
ため

(平成20年3月入
札)「業務用複
合機のリース・
保守」の契約開
始(5月1日)に合
わせ、現リー
ス・保守契約を
1か月延長する
必要があるた
め。

18 有

(平成20年3月入
札)「業務用複
合機のリース・
保守」の契約開
始(5月1日)に合
わせ、現リー
ス・保守契約を
1か月延長する
必要があるた
め。

平成20年度 ○

平成20年５月に業務用複
合機及び保守を併せて、
一般競争入札を行った。

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成20年5月の契約から、一般
競争入札を実施した。

1 1

16
平成20年度労働大学校空調自
動制御機器の定期点検保守

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-35

H20.4.1

ジョンソンコン
トロールズ株式
会社
東京都渋谷区笹
塚1-50-1　笹塚
NAﾋﾞﾙ

2,404,500 2,404,500 100.0%

当該機器の製造
元であり、会計
規程第41条第4
項に該当するた
め

当該機器の製造
元であるため

18 有

平成21年度以降
の労働大学校の
施設管理運営業
務に係る市場化
テストの実施に
合せて、競争実
施予定であるた
め。

平成21年度契約 ○

空調自動制御機器の定期
点検保守は、製造元以外
においても可能であるた
め固有名詞を排除した仕
様により、一般競争入札
を実施した。

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成21年度契約から、一般競
争入札を実施した。

1 1

平成20年度経理システムの保

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研

財団法人日本シ
ステム開発研究
所 %

経理システムの
基本プログラム
の著作権を有し
ており、外部に
ソースコードを
公開することが

経理システムの
基本プログラム
の著作権を有し
ており、外部に
ソースコードを
公開することが

有

経理システムの
基本プログラム
の著作権を有し
ており、外部に
ソースコードを
公開することが 準備期間を経た

経理システムは、日本シ
ステム開発研究所がパッ
ケージソフトとして販売
し、機構用にカスタマイ
ズしたシステムである
が、平成22年度は、競争

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成22年度契約から、競争性
のある契約方式で契約を実施
する。

17
平成20年度経理システムの保
守

労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-34

H20.4.1
ステム開発研究
所
東京都新宿区富
久町16-5

○ 2,457,000 2,268,000 92.3%
公開することが
不可能であるこ
とから、会計規
程第41条第4項
に該当するため

公開することが
不可能であるた
め

18 有
公開することが
不可能であるた
め。

準備期間を経た
のち平成22年度

○
が、平成22年度は、競争
入札又は公募によりシス
テム保守委託業者を選定
する予定。

4 1

18
平成20年度下流システム運用
保守の委託（クライアント
系）

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-37

H20.4.1

富士通株式会社
東京都港区東新
橋1-5-2　汐留ｼ
ﾃｨｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ

13,982,976 13,982,976 100.0%

当該サーバ、パ
ソコンの開発元
であり、性能及
び特質について
熟知しており、
他者に委託する
ことは困難であ
ることから会計
規程第41条第3
項に該当するた
め。

当該サーバ、パ
ソコンの開発元
であり、性能及
び特質について
熟知しており、
他者に委託する
ことは困難であ
るため。

18 有

①機構の基幹シ
ステム(LAN、
サーバ、パソコ
ン、データベー
ス、ウェブサイ
ト等)の構築業
者であること。
②使用している
サーバ、パソコ
ンの開発元であ
り、性能及び特
質について熟知
しており、他者
に委託すること
は困難であるた
め。

平成21年度契約 ○

サーバー等の運用保守
は、システム運用に精通
している業者であれば可
能であるため、仕様書作
成の際、システムの構築
業者及び開発業者といっ
た限定的な表現を除外し
た内容とした。
　また、項番１９・２０
と併せて平成21年度契約
から一般競争入札を実施
することとした。

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成21年度契約から、一般競
争入札を実施した。

1 1



【様式２-１】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の
(注10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

見直し
区分
(注9)

指摘事項等に対する具体的取
組み

点検の結
果、適当と
された契約
方式（注8)

点検前に自ら改善することとした内容(注6) 点検結果

競争
性の
ある
契約
へ前
倒し
(注7)

公益法
人等と
の契約
の場合
は再委
託率
（%)

左記再
委託が
ある場
合は、
契約規
定の有
無

契約監視委員会等からの
指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない場合
の根拠区分

競争性のある契
約への移行予定
の有無

競争性のある契
約への移行予定
があるが現時点
で移行困難な理
由

競争性のある契
約への移行予定
年限

競争
性の
ある
契約
方式
への
移行

平成20年度契約点検結果【競争性のない随意契約】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約理由等（点検前の状況）(注5)

備
考

公益
法人
等
(注
11)

随意契約による
こととした業務
方法書又は会計
規程等の根拠条
文及び理由

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない事由

平成20年度上流システム運用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究 研

富士通株式会社
東京都港区東新

当該システムの
構築会社であ
り、同システム
の構成及び特性
を熟知してお
り、他者に委託
す 難

当該システムの
構築会社であ
り、同システム
の構成及び特性
を熟知してお
り、他者に委託
す 難

業務対象上流シ
ステムの構築会
社であり、同シ
ステムの構成及
び特性を熟知し
ており、他者に
委 す

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成21年度契約から、一般競
争入札を実施した。

19
平成20年度上流システム運用
保守(常駐)の委託（サーバー
系）

労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-38

H20.4.1
東京都港区東新
橋1-5-2　汐留ｼ
ﾃｨｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ

13,880,160 13,880,160 100.0%

り、他者に委託
することは困難
であることから
会計規程第41条
第4項に該当す
るため。

り、他者に委託
することは困難
であるため。

18 有

ており、他者に
委託することは
困難であるた
め。

平成21年度契約 ○ 同上 1 1

20
平成20年度上流システム運用
保守(非常駐)(障害対応等)の
委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-39

H20.4.1

富士通株式会社
東京都港区東新
橋1-5-2　汐留ｼ
ﾃｨｾﾝﾀｰﾋﾞﾙ

8,083,908 8,083,908 100.0%

当該システムの
構築会社であ
り、同システム
の構成及び特性
を熟知してお
り、他者に委託
することは困難
であることから
会計規程第41条
第4項に該当す
るため。

当該システムの
構築会社であ
り、同システム
の構成及び特性
を熟知してお
り、他者に委託
することは困難
であるため。

18 有

業務対象上流シ
ステムの構築会
社であり、同シ
ステムの構成及
び特性を熟知し
ており、他者に
委託することは
困難であるた
め。

平成21年度契約 ○ 同上

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成21年度契約から、一般競
争入札を実施した。

1 1

21
平成20年度データベースサー
バ等の保守契約（公開WEBサ
イト用）

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石

H20.4.1

富士テレコム株
式会社
東京都板橋区板
橋1-53-2　TM21
ﾋﾞﾙ

3,760,596 3,760,596 100.0%

当該サーバは、
同社が導入作業
を行い、動作に
関する技術ノウ
ハウ、設定数値
は同社独自のも
のであり会計規
程第41条第4項
に該当するた

当該サーバは、
同社が導入作業
を行い、動作に
関する技術ノウ
ハウ、設定数値
は同社独自のも
のであるため。

18 有

当該サーバは、
同社が導入作業
を行い、動作に
関する技術ノウ
ハウ、設定数値
は同社独自のも
のであり、他者
に委託すること
は困難であるた

準備期間を経た
のち平成22年度

○

サーバー等の運用保守
は、システムの運用に精
通している業者であれば
可能であるため、仕様書
作成の際、システムの構
築業者及び開発業者と
いった限定的な表現を除
外した内容とした。
　また、項番２２・２３

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成22年度契約から、一般競
争入札を実施する。

1 1

東京都練馬区上石
神井4-8-40

ﾋﾞﾙ
に該当するた
め。

は困難であるた
め。

また、項番２２ ２３
と併せて平成22年度契約
から一般競争入札を実施
することとした。

22
平成20年度ウェブサーバ等の
保守契約（ホームページ用)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-41

H20.4.1

富士テレコム株
式会社
東京都板橋区板
橋1-53-2　TM21
ﾋﾞﾙ

3,088,884 3,088,884 100.0%

当該サーバは、
同社が導入作業
を行い、動作に
関する技術ノウ
ハウ、設定数値
は同社独自のも
のであり会計規
程第41条第4項
に該当するた
め。

当該サーバは、
同社が導入作業
を行い、動作に
関する技術ノウ
ハウ、設定数値
は同社独自のも
のであるため。

18 有

当該サーバは、
同社が導入作業
を行い、動作に
関する技術ノウ
ハウ、設定数値
は同社独自のも
のであり、他者
に委託すること
は困難であるた
め。

準備期間を経た
のち平成22年度

○ 同上

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成22年度契約から、一般競
争入札を実施する。

1 1

23

平成20年度ウィルス侵入検
知・防御システム、ファイル
改竄防止・普及システムの保
守契約

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-43

H20.4.1

富士テレコム株
式会社
東京都板橋区板
橋1-53-2　TM21
ﾋﾞﾙ

1,522,500 1,522,500 100.0%

平成18年度同シ
ステムの導入と
保守業務を合わ
せた一般競争入
札により決定し
た業者との契約
であり、会計規
程第41条第4項
に該当するため

平成18年度同シ
ステムの導入と
保守業務を合わ
せた一般競争入
札により決定し
た業者との契約
であるため 18 有

平成18年度同シ
ステムの導入と
保守業務を合わ
せた一般競争入
札により決定し
た業者との契約
であるため 準備期間を経た

のち平成22年度
○ 同上

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成22年度契約から、一般競
争入札を実施する。

1 1

24
平成20事業年度会計監査等業
務の委嘱

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-24

H20.8.1
あずさ監査法人
東京都新宿区津
久戸町1-2

7,350,000 7,350,000 100.0%

第2期中期目標
期間の全期間に
おける当該業務
の委託決定を条
件として行った
平成19年12月の
企画競争入札に
より決定した法
人であり、会計
規程第41条4項
に該当するた
め

第2期中期目標
期間の全期間に
おける当該業務
の委託決定を条
件として行った
平成19年12月の
企画競争入札に
より決定した法
人であるため。

18 有

第2期中期目標
期間の全期間に
おける当該業務
の委託決定を条
件として行った
平成19年12月の
企画競争入札に
より決定した法
人であるため。

平成23年度

会計監査業務の委託につ
いては、継続性を確保す
るため、平成１９年１２
月に平成２３年度末まで
の業務委託を条件に企画
競争入札を実施している
ため。

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まって
いると思料するが、本契
約終了後については、総
合評価方式の導入など、
質の確保しつつ、競争性
を高める取組みを検討さ
れたい。

本契約終了後においては、一
般競争入札（総合評価落札方
式）による複数年契約の導入
に向けて、検討を行うことと
する。

1 1

25 銀行振込み業務委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-56

H20.4.1

三井住友銀行公
務法人営業部
東京都港区虎ノ
門1丁目6番12号

1,518,342 1,518,342 100.0%

平成１４年に振
り込み手数料等
の見積もり合わ
せにより安価で
あった業者を選
定。
会計規程第４１
条第５項に該当
するため。

平成１４年に見
積もり合わせに
より選定した業
者であるため。

12 無 ― ―

書籍の販売の代金支払い
の振込口座を指定してい
るため、利用者の利便性
に配慮する必要があるこ
と。
　また、経理手続きの効
率性から一定期間はメイ
ンバンクとして継続する
必要があるため。

現行の契約形態を維持す
る。



【様式２-１】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の
(注10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

見直し
区分
(注9)

指摘事項等に対する具体的取
組み

点検の結
果、適当と
された契約
方式（注8)

点検前に自ら改善することとした内容(注6) 点検結果

競争
性の
ある
契約
へ前
倒し
(注7)

公益法
人等と
の契約
の場合
は再委
託率
（%)

左記再
委託が
ある場
合は、
契約規
定の有
無

契約監視委員会等からの
指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない場合
の根拠区分

競争性のある契
約への移行予定
の有無

競争性のある契
約への移行予定
があるが現時点
で移行困難な理
由

競争性のある契
約への移行予定
年限

競争
性の
ある
契約
方式
への
移行

平成20年度契約点検結果【競争性のない随意契約】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約理由等（点検前の状況）(注5)

備
考

公益
法人
等
(注
11)

随意契約による
こととした業務
方法書又は会計
規程等の根拠条
文及び理由

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない事由

契約責任者 若木

退職給付債務計
算を行うために
は、機構が加入
する労働関係特
殊法人厚生年金
基金が、退職給

係 諸数値

退職給付債務計
算を行うために
は、機構が加入
する労働関係特
殊法人厚生年金
基金が、退職給

係 諸数値

退職給付債務の計算は、
機構が加入する労働関係
特殊法人厚生年金基金
が、計算業務を委託して
いる金融機関でしか計算
結果を得られないため。

現行の契約形態を維持す
る。

26
平成19年度行政コスト計算書
作成に伴う退職給付債務の計
算委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-23

H20.4.11

三菱ＵＦＪ信託
銀行株式会社
東京都千代田区
丸の内1-4-5

1,050,000 1,050,000 100.0%

基金が、退職給
付に係る諸数値
計算業務を委託
している同銀行
の計算結果を活
用する必要があ
り会計規程第41
条第４項に該当
するため。

基金が、退職給
付に係る諸数値
計算業務を委託
している同銀行
の計算結果を活
用する必要があ
るため。

12 無 ― ―

結果を得られないため。

27 水道の利用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-50

H20.4.1
朝霞市水道部
埼玉県朝霞市本
町1-1-1

2,862,844 2,862,844 100.0%

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手
方の選定を許さ
ないことから会
計規程第41条第
4項に該当する
ため。

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手
方の選定を許さ
ないため。

8 無 ― ―

供給事業者が特定されて
いるため。

現行の契約形態を維持す
る。

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手

供給事業者が特定されて
いるため。

現行の契約形態を維持す
る。

28 ガスの利用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-51

H20.4.1

東京ガス株式会
社
東京都港区海岸
1-5-20

3,824,317 3,824,317 100.0%

による契約相手
方の選定を許さ
ないことから会
計規程第41条第
4項に該当する
ため。

による契約相手
方の選定を許さ
ないため。

8 無 ― ―

29 電気の利用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-52

H20.4.1

東京電力株式会
社
東京都千代田区
内幸
町1-1-3

30,874,689 30,874,689 100.0%

電気事業法第2
条第1項第10号
に規程する電気
事業者であるこ
とから会計規程
第41条第4項に
該当するため。

電気事業法第2
条第1項第10号
に規程する電気
事業者であるた
め。

8 無 ― ― ○

電気供給会社は、東京電
力の他、他の供給業者も
存在しているため平成22
年度から、一般競争入札
（裾切り方式）により業
者選定を行う。

点検前の改善策の実施に
より、競争性は高まる。

平成22年度契約から、一般競
争入札を実施する。

1 1

30 水道の利用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-53

H20.4.1

東京都水道局
東京都新宿区西
新宿2-8-
1

3,076,714 3,076,714 100.0%

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手
方の選定を許さ
ないことから会
計規程第41条第
4項に該当する
ため

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手
方の選定を許さ
ないため。 8 無 ― ―

供給事業者が特定されて
いるため。

現行の契約形態を維持す
る。

神井4-8-53 ため。

31 電話の利用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-49

H20.4.1

　エヌ･ティ･
ティ･コミュニ
ケーションズ株
式会社
 東京都港区海岸
1-2-20
汐留ビルディン
グ

2,186,750 2,186,750 100.0%

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手
方の選定を許さ
ないことから会
計規程第41条第
4項に該当する
ため。

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手
方の選定を許さ
ないため。

8 無 ― ― ○

平成１８年度にＩＰ電話
に切り替えを検討の際、
ＦＡＸ通信が安定してい
なかったことから、従来
のアナログとし、マイラ
イン契約に変更しコスト
の削減を行ったもので、
海外ＦＡＸ及び緊急用の
アナログ回線の契約本数
の見直しを行う予定。

現行の契約形態を維持す
る。



【様式２-１】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の
(注10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

公益法
人等と
の再委
託に関
するも
の(注
10)

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

見直し
区分
(注9)

指摘事項等に対する具体的取
組み

点検の結
果、適当と
された契約
方式（注8)

点検前に自ら改善することとした内容(注6) 点検結果

競争
性の
ある
契約
へ前
倒し
(注7)

公益法
人等と
の契約
の場合
は再委
託率
（%)

左記再
委託が
ある場
合は、
契約規
定の有
無

契約監視委員会等からの
指摘事項（点検前の改善
点に対する評価、指摘が
ない場合はその理由）

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない場合
の根拠区分

競争性のある契
約への移行予定
の有無

競争性のある契
約への移行予定
があるが現時点
で移行困難な理
由

競争性のある契
約への移行予定
年限

競争
性の
ある
契約
方式
への
移行

平成20年度契約点検結果【競争性のない随意契約】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所
予定価格 契約金額 落札率

再就職
の役員
の数

随意契約理由等（点検前の状況）(注5)

備
考

公益
法人
等
(注
11)

随意契約による
こととした業務
方法書又は会計
規程等の根拠条
文及び理由

競争性のない随
意契約によらざ
るを得ない事由

32 電話の利用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研

H20 4 1

東日本電信電話
株式
会社

8 343 379 8 343 379 100 0%

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手
方の選定を許さ
な 会

需要に適合した
供給を行える事
業者が特定され
ており価格競争
による契約相手
方の選定を許さ
な 8 無 ○

業務用電話について、平
成１８年１１月一般回線
からＩＰ電話に切り替え
に際し、企画競争により
回線契約を変更したも
の。

現行の契約形態を維持す
る。

3 132 電話の利用
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-54

H20.4.1
会社
東京都新宿区
西新宿3-19-2
電

8,343,379 8,343,379 100.0%
方の選定を許さ
ないことから会
計規程第41条第
4項に該当する
ため。

方の選定を許さ
ないため。 8 無 ― ― ○

の。
3 1

33 後納郵便の利用

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-55

M33.1.0

日本郵政公社
東京都千代田区
霞ヶ関1-
3-2

4,253,164 4,253,164 100.0%

郵便法による独
占 事 業者 であ
り、会計規程第
41条第４項に該
当するため。

郵便法による独
占事業者である
ため。

9 無 ― ―

郵便法による独占事業者
であるため。

現行の契約形態を維持す
る。

34
平成19事業年度財務諸表の官
報への掲載

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-25

H20.10.10

東京官書普及株
式会社
東京都千代田区
神田錦町1-2

1,876,392 1,876,392 100.0%

相手方は東京官
書普及以外にな
いことから、会
計規程第41条4
項に該当するた
め

相手方は東京官
書普及以外にな
いため

6 無 ― ―

官報掲載は、東京官書普
及のみの取り扱いとなっ
ているため。

現行の契約形態を維持す
る。

35
平成20年度「アジア労働問題
研究機関ネットワーク」プロ
グラムの実施

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石

H20.4.1

ILO駐日事務所
東京都渋谷区神
宮前５
－５３－７０
国連
大学本部ビル８

5,000,000 5,000,000 100.0%

相手方はILO以
外にないことか
ら会計規程第41
条第4項に該当
するため。

相手方はILO以
外にないため。

12 無 ― ―

ＩＬＯ太平洋総支局が中
心となり、アジア太平洋
地域の１５カ国の研究機
関と一定の研究テーマに
ついて、共同研究を行っ
ており、共同研究費用等
の分担金としてＩＬＯと

現行の契約形態を維持す
る。

東京都練馬区上石
神井4-8-28

大学本部ビル８
階

の分担金としてＩＬＯと
の契約が不可欠であるた
め。

（注1）　対象となる契約は、独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日閣議決定）で公表を求められている平成２０年度における独立行政法人の契約状況で計上しているものとする。

（注4)　競争性のある契約とは、「一般競争契約」「指名競争契約」「企画競争」「公募」のことをいう。

（注5）「随意契約理由等（点検前の状況）」欄には、当該契約について、平成21年1月６日行政管理局発出事務連絡で公表を要請した、様式１又は様式２に掲載されている内容を記載する。また、当該事務連絡以前に締結された契約については、前述の内容に則して記載すること。(区分については、別添区分表の番号を記載すること。）

 (注6)　 該当する見直し欄（「競争性のある契約方式への移行」、「競争性のある契約へ前倒し」、「その他見直し」）のいずれか１箇所に"○"を記載し、具体的内容を記載すること。

  (注7)　平成21年1月６日行政管理局発出事務連絡で公表を要請した、様式１に掲載している契約について、移行年限を前倒しすることとしたものについて記載。

（注8）　点検の結果、指摘を受けた場合、当該契約において本来あるべき契約方式を（注4）の分類で記載すること（複数の可能性がある場合、１「一般競争契約」、２「指名競争契約」、３「企画競争」、４「公募」の優先順で１つを記載すること。複数記入不可。）。

（注9）　「見直し区分」欄には、見直し事項等を、１．「競争性のある契約に移行すべきもの」、２．「競争性のある契約に移行を前倒しとすべきもの」、３．「その他の見直し」と分類し、その番号を記載すること。（様式１-１）の数値と整合性を取ること。

（注10） 「点検前に自ら改善することとした内容」、「契約監視員会等からの指摘事項」、「指摘事項等に対する具体的取組み」において、公益法人等との契約における再委託に関する内容及び契約価格の妥当性に関する内容が含まれる場合は、具体的内容を記載した上、「公益法人等との再委託に関するもの」及び「契約価格の妥当性に関すること」欄にそれぞれ"○"を記載すること。

 (注11) 契約相手が公益法人等の場合は"○"を記載すること。なお、公益法人等とは、独立行政法人会計基準に示される「特定関連会社」、「関連会社」及び「関連公益法人」並びに「関連公益法人以外の公益法人（特例民法法人、（公益、一般）財団法人、（公益、一般）社団法人、社会福祉法人、NPO、技術研究組合等）」をいう。

（注3）　単価契約である場合には、（注2）の報告に合わせて契約金額欄に実績総額または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約単価を記載する。

（注2）　本様式の点検対象となる契約は、「平成20年度における独立行政法人の契約状況について（依頼）」（平成平成21年4月13日総務省行政管理局発出事務連絡）にて報告を求めた様式５の「競争性のない随意契約の合計」欄に計上されている契約とする。その際、内閣官房、総務省等のHPにて公表されている平成２０年の独立行政法人の契約状況と整合性が取れているか確認すること。
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1
平成20年度月刊労働情報誌
『ビジネス・レーバー・トレ
ンド』の印刷

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-23

H20.4.1

勝美印刷株式会
社
東京都文京区小
石川1-3-7

一般競争契約 16,165,800 12,283,740 76.0% ○

21年度は公告開始日を10
日早めたところ(21年度は
21.2.19開始)、入札参加
者は5者となった。今後
は、公告期間末日から入
札日までの期間を更に確
保する。また、業務委託
開始前に必要な準備期間
を確保することとする。

○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

○

今後は、公告期間末日から入
札日までの期間を更に確保す
る。また、業務委託開始前に
必要な準備期間を確保するこ
ととする。

1 1

2
平成20年度『日本労働研究雑
誌』の印刷

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-23

H20.4.1

ヨシダ印刷株式会
社　東京支店
東京都墨田区亀
沢3-20-14

一般競争契約 10,558,800 5,997,600 56.8% ○

21年度は公告開始日を10
日早めたところ(21年度は
21.2.16開始)、入札参加
者は4者となった。今後
は、公告期間末日から入
札日までの期間を更に確
保する。また、業務委託
開始前に必要な準備期間
を確保することとする。

○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

○

今後は、公告期間末日から入
札日までの期間を更に確保す
る。また、業務委託開始前に
必要な準備期間を確保するこ
ととする。

1 1

3
平成20年度Japan Labor
Review　の作成(印刷・製本)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-24

H20.4.1

有限会社太平印
刷
東京都豊島区長
崎6-22-10 SA・
BIRTH 2F

一般競争契約 3,301,200 2,229,780 67.5% ○

21年度は公告開始日を8日
早めたところ(21年度は
21.2.19開始)、入札参加
者は13者となった。今後
は、公告期間末日から入
札日までの期間を更に確
保する。また、業務委託
開始前に必要な準備期間
を確保することとする。

○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

○

今後は、公告期間末日から入
札日までの期間を更に確保す
る。また、業務委託開始前に
必要な準備期間を確保するこ
ととする。

1 1

4
平成20年度プリンタ消耗品の
単価契約(IPSIO
SP6120,SPC810)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-26

H20.4.1
株式会社リコー
東京都大田区中
馬込1-3-6

一般競争契約 3,906,000 3,112,200 79.7% ○ ○

21年度は参加資格を役務
の提供等から物品の販売
に変更し仕様書受領者は2
者となったが、入札参加
者は1者であった。今後
は、公告期間を連続10日
間としていたが、平日で
10日間以上とし、公告期
間末日から入札日までの
期間を更に確保する。ま
た、業務委託開始前に必
要な準備期間を確保する
こととする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
この他にも厚生労働省ＨＰで
の公示など、広くＰＲする必
要があると思われる。

○

広く調達情報がＰＲできるよ
う、厚生労働省のＨＰの調達
情報に直接リンクを貼る等の
要請を行うこととする。

1 3

5
人事・給与システム用サーバ
及び関連機器の更新(購入)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-27

H21.2.20

富士テレコム株式
会社
東京都板橋区板
橋1-53-2　TM21
ﾋﾞﾙ

一般競争契約 2,265,900 1,503,516 66.4% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
仕様書を受領しながら入札参
加を見送った事業者があれば
その理由を把握し改善方策を
検討するプロセスを導入でき
ないか。

○

21年度から、入札参加を見
送った理由を聴取するプロセ
スを始めており、同種の入札
を行う際には、改善の方策を
仕様書等に反映した手続きを
行うこととする。

1 1

6
ＩＴ資産管理システムの導入
(購入・環境構築)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-29

H21.2.25

富士テレコム株式
会社
東京都板橋区板
橋1-53-2　TM21
ﾋﾞﾙ

一般競争契約 6,915,300 6,248,004 90.4% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
仕様書を受領しながら入札参
加を見送った事業者があれば
その理由を把握し改善方策を
検討するプロセスを導入でき
ないか。

○

21年度から、入札参加を見
送った理由を聴取するプロセ
スを始めており、同種の入札
を行う際には、改善の方策を
仕様書等に反映した手続きを
行うこととする。

1 1

7
上石神井事務所2F奥書庫のレ
イアウト変更(収納庫設置)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-30

H21.3.25

オフィスライン株
式会社
東京都港区西新
橋3-25-35

一般競争契約 2,625,000 2,257,500 86.0% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
仕様書を受領しながら入札参
加を見送った事業者があれば
その理由を把握し改善方策を
検討するプロセスを導入でき
ないか。

○

21年度から、入札参加を見
送った理由を聴取するプロセ
スを始めており、同種の入札
を行う際には、改善の方策を
仕様書等に反映した手続きを
行うこととする。

1 1

8
朝霞エネルギーセンターの運
営に係る経費負担(灯油)(12
月～1月)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-28

H20.12.1
二引株式会社
東京都千代田区
神田淡路町1-5

一般競争契約 ー
9,119,880

（機構分担分）
ー

本件調達は、東京国税
局、埼玉県及び当機構の
三者契約によりエネル
ギーの供給源契約を行っ
ているものであり、当該
入札事務手続きは、東京
国税局が事務代表して入
札を実施しているもの。

- 　- -

左記の具体的内容

平成20年度契約点検結果【一者応札・一者応募】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所

契約方式
（注4)

予定価格 契約金額
備
考

契約監視委員会等からの指摘事項（注6) 指摘事項等に対する具体的取組み（注7)

点検の
結果、
適当と
された
契約方
式（注

8)

見直し
区分
(注9)

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

入札、契約条件等の指摘

契約
方式
に関
する
指摘

その
他の
指摘

左記の具体的内容
（点検前の改善点に対する評
価、指摘事項がない場合はそ
の理由）

落札率

点検前に自ら改善することとした内容(注5)
点検結果

入札、契約条件等の
改善

契約
方式
の変
更

契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う

契約
方式
の見
直し

その
他の
見直
し
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左記の具体的内容

平成20年度契約点検結果【一者応札・一者応募】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所

契約方式
（注4)

予定価格 契約金額
備
考

契約監視委員会等からの指摘事項（注6) 指摘事項等に対する具体的取組み（注7)

点検の
結果、
適当と
された
契約方
式（注

8)

見直し
区分
(注9)

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

入札、契約条件等の指摘

契約
方式
に関
する
指摘

その
他の
指摘

左記の具体的内容
（点検前の改善点に対する評
価、指摘事項がない場合はそ
の理由）

落札率

点検前に自ら改善することとした内容(注5)
点検結果

入札、契約条件等の
改善

契約
方式
の変
更

契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う

契約
方式
の見
直し

その
他の
見直
し

9
米国の労働政策に関する情報
提供サービスの新規契約
(Daily Labor Report)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-36

H20.4.1

株式会社紀伊國
屋書店
東京都目黒区下
目黒3-7-10

一般競争契約 1,398,600 1,335,600 95.5% ○ ○

公告期間を連続10日間とし
ていたが、平日で10日間以
上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に確
保する。また、業務委託開
始前に必要な準備期間を確
保することとする。また、入
札公告実施中のお知らせを
同業種の者に行うこととす
る。

○ ○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

○ ○

公告期間を連続10日間としてい
たが、平日で10日間以上とし、公
告期間末日から入札日までの期
間を更に確保する。また、業務委
託開始前に必要な準備期間を確
保することとする。また、入札公
告実施中のお知らせを同業種の
者に行うこととする。

1 1

10
「ｷｬﾘｱ・ｲﾝｻｲﾄD版」の運用支
援業務の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-31

H20.4.1

株式会社エヌ・
ティ・ティ・データ
東京都江東区豊
洲3-3-3

一般競争契約 5,834,850 5,087,250 87.2% ○ ○

20年度は参加要件につい
て国等公的機関でのデータ
管理業務の実績を有するこ
ととしていたが、21年度は
民間事業所での実績につ
いて追加したところ、入札参
加者は2者となり、落札者は
㈱文化工房となった。更に
今後は公告期間を平日で
10日間以上とし、公告期間
末日から入札日までの期間
を確保する。また、業務委
託開始前に必要な準備期
間を確保することとする。

○ ○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

○ ○

今後は公告期間を平日で10日間
以上とし、公告期間末日から入
札日までの期間を確保する。ま
た、業務委託開始前に必要な準
備期間を確保することとする。

1 1

11
平成20年度理事長車に係る管
理運行の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-32

H20.4.1

株式会社トーケイ
東京都中央区日
本橋富沢町5-4
ｹﾞﾝﾍﾞｴﾋﾞﾙ5階

一般競争契約 6,970,350 4,788,000 68.7% ○

21年度は公告開始日を22
日早めたところ、入札参加
者は6者となった(21年度は
21.2.5開始)。今後は公告期
間末日から入札日までの期
間を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保することと
する。

○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

○

今後は公告期間末日から入札日
までの期間を更に確保する。ま
た、業務委託開始前に必要な準
備期間を確保することとする。

1 1

12
平成20年度Japan Labor
Review　の作成(発送)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-33

H20.4.1

エクセル出版サー
ビス株式会社
東京都葛飾区亀
有1-12-15

一般競争契約 4,401,600 4,216,820 95.8% ○

21年度は入札日を公告期
限の翌日であったものを、
21年度は公告期限日の6日
後としたところ、入札参加者
は2者となった。今後は、公
告期間を平日で10日間以
上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に確
保する。また、業務委託開
始前に必要な準備期間を確
保することとする。

○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

○

今後は、公告期間を平日で10日
間以上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に確保す
る。また、業務委託開始前に必
要な準備期間を確保することと
する。

1 1

13
平成20年度労働大学校内施設
定期改修工事に係る設計監理
業務の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-34

H20.5.19

株式会社石本建
築事務所
東京都千代田区
九段南4-6-12

一般競争契約 11,865,000 10,290,000 86.7% ○ ○

公告期間を連続10日間とし
ていたが、平日で10日間以
上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に確
保する。また、業務委託開
始前に必要な準備期間を確
保することとする。また、仕
様説明後に参加を辞退した
者に辞退の理由を確認し、
改善について検討すること
とする。

○ ○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

○ ○

公告期間を連続10日間としてい
たが、平日で10日間以上とし、公
告期間末日から入札日までの期
間を更に確保する。また、業務委
託開始前に必要な準備期間を確
保することとする。また、仕様説
明後に参加を辞退した者に辞退
の理由を確認し、改善について
検討することとする。

1 1

14
「携帯サイト等で活用する簡
易な適性評価ツール等のプロ
グラム改訂・開発」業務委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-35

H20.10.7

株式会社第一印
刷所東京本部
東京都台東区根
岸2-14-18第一根
岸ﾋﾞﾙ

一般競争契約 1,470,000 1,394,400 94.9% ○

公告期間を連続10日間とし
ていたが、平日で10日間以
上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に確
保する。また、業務委託開
始前に必要な準備期間を確
保することとする。

○ ○

点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料するが、仕様
書を受領しながら入札参加を見
送った事業者があればその理由
を把握し改善方策を検討するプ
ロセスを導入できないか。

○ ○

21年度から、入札参加を見送っ
た理由を聴取するプロセスを始
めており、同種の入札を行う際に
は、改善の方策を仕様書等に反
映した手続きを行うこととする。

1 1

15
平成20年度吸収式冷温水機の
保守

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-25

H20.4.1

三洋電機サービス
株式会社　東京
サービスセンター
東京都江東区亀
戸7-61-20丸和ｾ
ｶﾝﾄﾞDC5F

一般競争契約 2,648,100 1,984,500 74.9% ○ ○

21年度は入札公告実施中
のお知らせを数者に行った
ところ、入札参加者は3者と
なった。今後は、公告期間
を平日で10日間以上とし、
公告期間末日から入札日ま
での期間を更に確保する。
また、業務委託開始前に必
要な準備期間を確保するこ
ととする。

○ ○
点検前の改善方法により、競争
性は高まると思料する。

○ ○

今後は、公告期間を平日で10日
間以上とし、公告期間末日から
入札日までの期間を更に確保す
る。また、業務委託開始前に必
要な準備期間を確保することと
する。

1 1



【様式２-２】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　

仕様
書の
変更

参加
要件
の変
更

公告
期間
見直
し

そ
の
他

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

仕様
書の
内容

参加
要件

公告
期間
の確
保

その
他の
指摘
事項

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

仕様
書の
変更

参加
要件
の変
更

公告
期間
見直
し

その
他

契約価
格の妥
当性に
関する
こと
(注10)

左記の具体的内容

平成20年度契約点検結果【一者応札・一者応募】

(単位：円、人）

No. 契約名称及び内容

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約締結日
契約の相手方の
商号又は名称及

び住所

契約方式
（注4)

予定価格 契約金額
備
考

契約監視委員会等からの指摘事項（注6) 指摘事項等に対する具体的取組み（注7)

点検の
結果、
適当と
された
契約方
式（注

8)

見直し
区分
(注9)

その
他見
直し

左記の具体的内容（改善
点なしの場合その理由）

入札、契約条件等の指摘

契約
方式
に関
する
指摘

その
他の
指摘

左記の具体的内容
（点検前の改善点に対する評
価、指摘事項がない場合はそ
の理由）

落札率

点検前に自ら改善することとした内容(注5)
点検結果

入札、契約条件等の
改善

契約
方式
の変
更

契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う

契約
方式
の見
直し

その
他の
見直
し

16
個人アンケート調査「働く場
所と時間の多様性に関する調
査」の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-37

H20.8.8

株式会社インテー
ジ
東京都千代田区
神田練塀町3番地
ｲﾝﾃｰｼﾞ秋葉原ﾋﾞﾙ

一般競争契約 16,800,000 16,798,950 100.0% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
この他にも厚生労働省ＨＰで
の公示など、広くＰＲする必
要があると思われる。

○

広く調達情報がＰＲできるよ
う、厚生労働省のＨＰの調達
情報に直接リンクを貼る等の
要請を行うこととする。

1 3

17
アンケート調査「日本企業に
おける留学生の就労に関する
調査」の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-38

H20.8.1

社団法人中央調
査社
東京都中央区銀
座6-16-12　丸高
ビル

一般競争契約 11,550,000 10,710,000 92.7% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○ ○

左記の点検前の改善策は適切
と考えるが、仕様書を受領し
ながら入札参加を見送った事
業者があればその理由を把握
し改善方策を検討するプロセ
スを導入できないか。

〇 ○

21年度から、入札参加を見
送った理由を聴取するプロセ
スを始めており、同種の入札
を行う際には、改善の方策を
仕様書等に反映した手続きを
行うこととする。

1 1

18
「Web職務資格調査」及び
「Web職務分析システム改
修」の委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-39

H21.1.5

NTTデータ第一公
共システム事業本
部
東京都江東区豊
洲3-3-3

一般競争契約 16,800,000 16,792,125 100.0% ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。

○

点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料するが、
この他にも厚生労働省ＨＰで
の公示など、広くＰＲする必
要があると思われる。

○

広く調達情報がＰＲできるよ
う、厚生労働省のＨＰの調達
情報に直接リンクを貼る等の
要請を行うこととする。

1 3

19
平成20年度CIO補佐官業務の
委託

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-40

H20.4.1

情報政策研究所
株式会社
東京都文京区大
塚2-15-6

企画競争 4,158,000 4,158,000 100.0% ○

21年度は公告開始日を20
日早めたところ、企画競
争参加は3者となった(21
年度は21.2.6開始)。今後
は、公告期間を平日で10
日間以上とし、公告期間
末日から入札日までの期
間を更に確保する。ま
た、業務委託開始前に必
要な準備期間を確保する
こととする。

○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

○

今後は、公告期間を平日で10
日間以上とし、公告期間末日
から入札日までの期間を更に
確保する。また、業務委託開
始前に必要な準備期間を確保
することとする。

3 1

20
平成20年度第57回東京労働大
学講座総合講座の会場借上げ
(公募)

契約責任者　若木
文男
労働政策研究・研
修機構
東京都練馬区上石
神井4-8-41

H20.4.11

国立大学法人　東
京大学
東京都文京区本
郷7-3-1

公募 1,037,000 1,037,000 100.0% ○ ○

公告期間を連続10日間と
していたが、平日で10日
間以上とし、公告期間末
日から入札日までの期間
を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な
準備期間を確保すること
とする。また、他の施設
提供者の存在について確
認することを検討するこ
ととする。

○ ○
点検前の改善方法により、競
争性は高まると思料する。

○ ○

公告期間を連続10日間として
いたが、平日で10日間以上と
し、公告期間末日から入札日
までの期間を更に確保する。
また、業務委託開始前に必要
な準備期間を確保することと
する。また、他の施設提供者
の存在について確認すること
を検討することとする。

4 1

(注1)　対象となる契約は、独立行政法人整理合理化計画（平成19年12月24日閣議決定）で公表を求められている平成２０年度における独立行政法人の契約状況で計上しているものとする。

(注4）　契約方式については、「一般競争契約」「指名競争契約」「企画競争」「公募」に分類して記載する。なお、公募については、公募の結果、随意契約（企画競争除く）になったもののみ計上する。

(注5）　　該当する見直し欄いずれか１箇所に"○"を記載し、具体的内容を記載すること。ただし、「入札、契約条件等の改善」にて見直しを実施した場合は、複数の記載を可能とする。

(注6) 　契約監視委員会等からの指摘事項については、指摘がある場合、該当する指摘欄（「入札、契約条件等の指摘」、「契約方式に関する指摘」、「その他の指摘」）いずれか１箇所に"○"を記載し、具体的内容を記載すること。ただし、「入札、契約条件等の指摘」場合においては、「仕様書の内容」、「参加要件」、「公告期間の確保」、「その他の指摘事項」から複数選択することも可

(注7) 　指摘事項等に対する具体的取組みについては、該当する見直し欄（「契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う」、「契約方式の見直し」、「その他の見直し」）いずれか１箇所に"○"を記載し、具体的内容を記載すること。ただし、「契約方式を変更せず、条件等の見直しを行う」場合においては、「仕様書の変更」、「参加要件の変更」、「公告期間の見直し」、「その他」から複

(注8)　点検の結果、適当とされた契約方式を１「一般競争契約」、２「指名競争契約」、３「企画競争」、４「公募」、５「競争性のない随意契約」の優先順で１つを記載すること。複数記入不可。

(注9)　「見直し区分」欄には、見直し事項等を、１．「契約方式を変更せず、条件等の見直し」、２．「契約方式の見直し」、３「その他の見直し」と分類し、その番号を記載すること。（様式１－２）の数値と整合性を取ること。
(注10)  「点検前に自ら改善することとした内容」、「契約監視員会等からの指摘事項」、「指摘事項等に対する具体的取組み」において、契約価格の妥当性に関する内容が含まれる場合は、具体的内容を記載した上、「契約価格の妥当性に関すること」欄に"○"を記載すること。

(注2)　本様式の点検対象となる契約は、「平成20年度における独立行政法人の契約状況について（依頼）」（平成21年4月13日総務省行政管理局発出事務連絡）にて報告を求めた様式４の「一般競争入札」「指名競争入札」「企画競争」「公募」の応札者数又は応募者数が１者又は０者となっている契約とする。

(注3)　単価契約である場合には、「平成20年度における独立行政法人の契約状況について（依頼）」（平成21年4月13日総務省行政管理局発出事務連絡）の報告に合わせて契約金額欄に実績総額または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約単価を記載する。



【様式３－１】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

契約名称及び内容 契約金額（円） 契約方式 契約監視委員会等の指摘事項 見直しの具体的内容 個票No.

労働大学校研修研究部門の複写
機等の保守契約の延長(imagio
NeoC355ﾓﾃﾞﾙ75,Neo603ﾓﾃﾞﾙ
75,Neo353ﾓﾃﾞﾙ765D)

1,105,314 一般競争入札
点検前の改善策(一般競争入札)の実施
により、競争性は高まる。

平成21年度は、経費節約の観点か
ら複写機を再リースしたため、随意
契約により保守契約を行ったが、平
成22年度には、複写機の再リース
の際に保守契約を含めた一般競争
入札を実施する。

14

平成20年度経理システムの保守 2,268,000 公募
点検前の改善策(競争入札又は公募)の
実施により、競争性は高まる。

経理システムは、日本システム開
発研究所がパッケージソフトとして
販売し、機構用にカスタマイズした
システムであるが、２２年度は、競
争入札又は公募によりシステム保
守委託業者を選定する予定。

17

平成20事業年度会計監査等業務
の委嘱

7,350,000
一般競争入札(総合評
価落札方式)

点検前の改善策の実施により、競争性は
高まっていると思料するが、本契約終了
後については、総合評価方式の導入な
ど、質の確保しつつ、競争性を高める取り
組みを検討されたい。

本契約終了後においては、一般競
争入札(総合評価落札方式)による
複数年契約の導入に向けて、検討
を行うこととする。

24

(注1）　閣議決定３．(1)関係の平成20年度契約点検において、契約監視委員会から指摘を受けて、見直しを実施する競争性のない随意契約の主なもの（3～5例程度）について具体的に記載する。

(注2）　「個票No.」欄には契約件名が該当する様式2-1のNo.を掲載する。

(注3) 　「契約名称及び内容」欄は、様式２－１の「契約名称及び内容」と同一にすること。

平成２０年度契約点検結果【主な見直し事例　競争性のない随意契約】



【様式３－２】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

契約名称及び内容 契約金額（円） 契約方式 契約監視委員会等の指摘事項 見直しの具体的内容 個票No.

平成20年度プリンタ消耗品の単価
契約(IPSIO SP6120,SPC810)

3,112,200 一般競争入札

点検前の改善方法により、競争性は高ま
ると思料するが、この他にも厚生労働省
HPでの公示など、広くPRする必要がある
と思われる。

広く調達情報がPRできるよう、厚生
労働省のHPの調達情報に直接リン
クを張る等の要請を行うこととする。

4

平成20年度吸収式冷温水機の保
守

1,984,500 一般競争入札

点検前の改善方法(公告期間を平日で10
日間以上とし、公告期間末日から入札日
までの期間を更に確保する。また、業務
委託開始前に必要な準備期間を確保す
ることとする。)により、競争性は高まると
思料する。

今後は、公告期間を平日で10日間
以上とし、公告期間末日から入札日
までの期間を更に確保する。また、
業務委託開始前に必要な準備期間
を確保することとする。

15

アンケート調査「日本企業における
留学生の就労に関する調査」の委
託

10,710,000 一般競争入札

点検前の改善策は適切と考えるが、仕様
書を受領しながら入札参加を見送った事
業者があれば、その理由を把握し改善方
策を検討するプロセスを導入できないか。

平成21年度から、入札参加を見
送った理由を聴取するプロセスを始
めており、同種の入札を行う際に
は、改善の方策を仕様書等に反映
した手続きを行うこととする。

17

(注1）　閣議決定３．(1)関係の平成20年度契約点検において、契約監視委員会から指摘を受けて、見直しを実施する一者応札・一者応募の案件の主なもの（3～5例程度）について具体的に記載する。

(注2）　「個票No.」欄には契約件名が該当する様式2-2のNo.を掲載する。

(注3) 「契約名称及び内容」欄は、様式２－２の「契約名称及び内容」と同一にすること。

平成２０年度契約点検結果【主な見直し事例　一者応札・一者応募】



【様式７－１】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　　

契約名称及び内容 契約金額（円） 契約方式 契約監視委員会等の指摘事項 見直しの具体的内容 個票No.

図書館管理システムソフトウェア
(NALIS)の保守

5,292,000 企画競争

保守契約は、現行の契約形態を維持す
る。システム更新を行う際には、点検前の
改善策（企画競争）の実施により、競争性
は高まる。

平成23年度以降、システム更新の
際に企画競争を実施する予定。

1

(注1）　閣議決定３．(1)関係の複数年契約の点検において、契約監視委員会から指摘を受けて、見直しを実施する競争性のない随意契約の主なもの（3～5例程度）について具体的に記載する。

(注2）　「個票No.」欄には契約件名が該当する様式6-1のNo.を掲載する。

(注3) 　「契約名称及び内容」欄は、様式６－１の「契約名称及び内容」と同一にすること。

複数年契約点検結果【主な見直し事例　競争性のない随意契約】



【様式７－２】

独立行政法人名　労働政策研究・研修機構　　　　　　　　　　　　　　　　

契約名称及び内容 契約金額（円） 契約方式 契約監視委員会等の指摘事項 見直しの具体的内容 個票No.

平成20年度経理システム用サーバ
の更新(購入・保守)

6,820,800 一般競争入札
点検前の改善策（公告期間の確保）は適
正である。

次回の契約から平日10日間以上の
公告期間を業務開始の1カ月以上
前に確保する。

2

(注1）　閣議決定３．(1)関係の複数年契約の点検において、契約監視委員会から指摘を受けて、見直しを実施する一者応札・一者応募の案件の主なもの（3～5例程度）について具体的に記載する。

(注2）　「個票No.」欄には契約件名が該当する様式6-2のNo.を掲載する。

(注3) 　「契約名称及び内容」欄は、様式６－２の「契約名称及び内容」と同一にすること。

複数年契約点検結果【主な見直し事例　一者応札・一者応募】



（別添）

随　　意　　契　　約　　事　　由 類型区分

≪競争性のない随意契約によらざるを得ない場合≫

　イ　契約の相手方が法令等の規定により明確に特定されるもの

　　(ｲ)法令の規定により契約の相手方が一に定められているもの 1

　　(ﾛ)条約等の国際的取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 2

　　(ﾊ)閣議決定による国家的プロジェクトにおいて、当該閣議決定により、その実施者が明示されているもの 3

　　(ﾆ)地方公共団体との取決めにより、契約の相手方が一に定められているもの 4

　ロ　当該場所でなければ行政事務を行うことが不可能であることから場所が限定され、供給者が一に特定される賃貸借契約(当該契約に付随する契約を含む。) 5

　ハ　官報、法律案、予算書又は決算書の印刷等 6

　ニ　その他

　　(ｲ)防衛装備品であって、かつ、日本企業が外国政府及び製造元である外国企業からライセンス生産を認められている場合における当該防衛装備品及び役務の調達等 7

　　(ﾛ)電気、ガス若しくは水又は電話に係る役務について、供給又は提供を受けるもの(提供を行うことが可能な業者が一の場合に限る。) 8

　　(ﾊ)郵便に関する料金(信書に係るものであって料金を後納するもの。） 9

　　(ﾆ)再販売価格が維持されている場合及び供給元が一の場合における出版元等からの書籍の購入 10

　　(ﾎ)美術館等における美術品及び工芸品等の購入 11

　　(ﾍ)行政目的を達成するために不可欠な特定の情報について当該情報を提供することが可能な者から提供を受けるもの 12

　　(ト)緊急の必要により競争に付することができない場合 13

　　(ﾁ)競争に付することが不利と認められる場合 14

　　(ﾘ)秘密の保持が必要とされている場合 15

　　(ﾇ)競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者がない場合 16

　　(ｦ）特例政令に相当する規定に該当する場合 17

　　(ﾜ）その他、類型区分に分類できない場合 18

区分表（随意契約事由別）


